様式第９号（Ａ４判）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所　　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　グループ名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
令和　年度山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金に係る

消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書
　山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金交付要綱第18条の規定により、次のとおり報告します。
１　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　補助金の確定時における消費税等仕入控除税額（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額（Ｂ）　　　　円
４　補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　［様式第９号の記入要領］
　１　「補助金額」は、県が補助金確定通知書により通知した額であること。
　２　「補助金の確定時における消費税等仕入控除税額」は、実績報告書の額と一致すること。
　３　その他、消費税等仕入控除税額の算定に必要な積算内訳書を別紙として添付すること。
様式第10号（Ａ４判）
　  　　　　　　　　　  　　　  　　　　　　　　  　　　　　　令和　　  年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所　　〒
グループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
取得財産等管理台帳（令和　年度山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金）
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	
	


（記載注意）
1． 上記台帳に記載する取得財産等は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した機械及び器具とする。ただし、機械及び器具については、備品（原則として、取得価格又は評価額が５万円以上の物品で１年以上にわたり通常の使用に耐えると認められる物品。その他、山梨県財務規則第139条第1項第1号の規定及びその関連通知による備品と判断されるもの。）に限る。
2． 「数量」欄は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が異なる場合は、分割して記載すること。
3． 検査を行う場合は、「取得年月日」欄に、検収年月日を記載すること。
様式第11号（Ａ４判）
　  　　　　　　　　　  　　　  　　　　　　　　  　　　　　　令和　　  年　　　月　　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所　　〒
グループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金に係る財産処分申請書
　令和　　年度山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金により取得した財産を処分したいので、同補助金交付要綱第21条第３項の規定により申請します。
１  処分しようとする品目
	
	 　品目名
	 数　量
	 　取得年月日
	 　取得価格
	 　時価相当額

	
	
	
	
	
	


２　処分の方法
３　処分の理由
　［様式第11号の記入要領］
　１　「年度」は、補助事業を実施した年度を記入すること。
　２　「処分しようとする品目の数量及び取得価格」は、実績報告書の数量及び価格と一致すること。
　
　３　「時価相当額」は、当該品目の一般的な評価方法により算出すること。
　４　「処分の方法及び理由」は、具体的に記入すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第12号（Ａ４判）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
　山梨県知事　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　　　所　　〒
グループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
令和　　年度山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金に係る産業財産権届出書
　令和　　年  　月　　日付け　　第　　　　号により交付決定のあった山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金に係る産業財産権等の取得等について、山梨県地場産業チャレンジ支援事業費補助金交付要綱第23条の規定により、次のとおり届出します。
　１　補助事業のテーマ名
　２　産業財産権の種類
　３　出願又は登録年月日
　４　出願又は登録番号
　５　出願に係る内容
　６　相手先及び条件
　［様式第12号の記入要領］
　１　「令和　年　月　日付け　　第　　号」は、交付決定通知書（又は変更交付決定通知書）の日付
　　及び番号を記入すること。
　２　「産業財産権の種類」には、特許権、実用新案権、意匠権、商標権の別を記入し、これら権利の
　　譲渡又は実施権の設定の場合には、当該事項を括弧書きで付記すること。
　３　「内容」については、当該出願又は登録関係書類をもって代えることができる。
　４　「相手先及び条件」は、権利の譲渡又は実施権の設定の場合のみ記入すること。　　　　　　　
